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(57)【要約】
【課題】難燃剤がブリードアウトすることがなく、柔軟
であり、且つ、傷が付き難く、外観性に優れるポリウレ
タンフォーム積層体及びその製造方法並びにガスケット
の提供。
【解決手段】ポリイソシアネート、ポリオール及び難燃
剤を含有するフォーム原料と、気体とを混合し、攪拌し
て、気液混合物を生成させ、その後、気液混合物２１ａ
を、樹脂フィルム２２ａ上に供給し、次いで、加熱し、
フォーム原料を反応硬化させて、樹脂フィルム層２２と
、密度が１００～２８０ｋｇ／ｍ３であるフォーム層２
１とを有するポリウレタンフォーム積層体２が得られる
。難燃剤は、金属水酸化物粉末及び液状難燃剤を含み、
その含有量は、ポリオール１００質量部に対して、それ
ぞれ、２０～６０質量部及び５～２０質量部である。ま
た、この積層体を用いてなるガスケットは携帯電話等の
筐体部材間の止水等に用いられる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリイソシアネート、ポリオール及び難燃剤を含有するフォーム原料と、気体とを混合
して、気液混合物を生成させ、その後、該気液混合物を樹脂フィルム上に供給し、次いで
、該気液混合物を加熱し、該フォーム原料を反応させて得られた、該樹脂フィルムからな
る樹脂フィルム層と、生成したポリウレタンフォームからなるフォーム層とを有するポリ
ウレタンフォーム積層体において、
　上記フォーム原料に含まれる上記難燃剤は、金属水酸化物粉末と、液状難燃剤とを含み
、上記ポリオールを１００質量部とした場合に、該金属水酸化物粉末は２０～６０質量部
であり、該液状難燃剤は５～２０質量部であって、且つ、
　上記フォーム層の密度が１００～２８０ｋｇ／ｍ３であることを特徴とするポリウレタ
ンフォーム積層体。
【請求項２】
　上記液状難燃剤がリン系難燃剤である請求項１に記載のポリウレタンフォーム積層体。
【請求項３】
　上記金属水酸化物粉末の平均粒径が１０～１００μｍである請求項１又は２に記載のポ
リウレタンフォーム積層体。
【請求項４】
　上記樹脂フィルム層がポリエチレンテレフタレートを含み、該樹脂フィルム層の厚さが
２５～１２５μｍである請求項１乃至３のいずれかに記載のポリウレタンフォーム積層体
。
【請求項５】
　上記フォーム層の平均セル径が５０～３００μｍである請求項１乃至４のいずれかに記
載のポリウレタンフォーム積層体。
【請求項６】
　上記フォーム層が、上記樹脂フィルム層に積層された面とは反対側の面にスキン層を有
する請求項１乃至５のいずれかに記載のポリウレタンフォーム積層体。
【請求項７】
　４０％圧縮したときの荷重が０．００２～０．０２ＭＰａである請求項１乃至６のいず
れかに記載のポリウレタンフォーム積層体。
【請求項８】
　温度７０℃で、５０％圧縮したときの圧縮残留歪が１０．０％以下である請求項１乃至
７のいずれかに記載のポリウレタンフォーム積層体。
【請求項９】
　ポリイソシアネート、ポリオール及び難燃剤を含有するフォーム原料と、気体とを混合
して、気液混合物を生成させ、その後、該気液混合物を樹脂フィルム上に供給し、次いで
、該気液混合物を加熱し、該フォーム原料を反応させて、該樹脂フィルムからなる樹脂フ
ィルム層と、該フォーム原料の反応硬化により生成したポリウレタンフォームからなるフ
ォーム層とを有するポリウレタンフォーム積層体を製造する方法において、
　上記フォーム原料に含まれる上記難燃剤は、金属水酸化物粉末と、液状難燃剤とを含み
、上記ポリオールを１００質量部とした場合に、該金属水酸化物粉末は２０～６０質量部
であり、該液状難燃剤は５～２０質量部であって、且つ、
　上記フォーム層の密度が１００～２８０ｋｇ／ｍ３であることを特徴とするポリウレタ
ンフォーム積層体の製造方法。
【請求項１０】
　請求項１乃至８のうちのいずれか１項に記載のポリウレタンフォーム積層体を用いてな
ることを特徴とするガスケット。
【請求項１１】
　厚さが０．４～１．５ｍｍである請求項１０に記載のガスケット。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリウレタンフォーム積層体及びその製造方法並びにガスケットに関する。
更に詳しくは、本発明は、特定の難燃剤を含み、難燃剤がブリードアウトすることがなく
、柔軟であり、且つ、傷が付き難く、外観性に優れるポリウレタンフォーム層と、樹脂フ
ィルム層とを備え、難燃性に優れるポリウレタンフォーム積層体及びその製造方法、並び
に、このポリウレタンフォーム積層体を用いてなり、難燃性及びシール性に優れるガスケ
ットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、携帯電話機等の携帯通信機器、デジタルカメラ、カーナビゲーション等の電子機
器では、内部への水分及び塵埃等の侵入を抑えるため、筐体の周縁部等にガスケットが配
設されている。また、特に高温雰囲気等の過酷な環境下で用いられる電子機器及び精密機
器等、並びに発熱性の高い電子機器及び精密機器等では、ＵＬ９４に規定される難燃基準
であるＨＢＦ規格に合格する難燃性を有している必要がある。このような難燃性を付与す
るため、（１）有機臭素化合物、有機塩素化合物等のハロゲン系難燃剤、（２）三酸化ア
ンチモン、（３）有機リン系化合物、（４）金属水酸化物（例えば、特許文献１参照。）
等の各種の難燃剤を配合した樹脂フォームを用いたガスケットが提案されている。
【０００３】
　しかし、上記の各種の難燃剤には、それぞれ以下のような問題点がある。
　（１）ハロゲン系難燃剤は、燃焼時、環境負荷の大きいハロゲン化物が発生するため好
ましくない。
　（２）三酸化アンチモンは、環境負荷が大きく、且つ有害であることが確認されており
好ましくない。
　（３）有機リン系化合物は液状であることが多く、大量に配合するとフォーム物性が低
下する、ブリードアウトして筐体等に移行するという問題が懸念される。また、樹脂フィ
ルムと樹脂フォームとを一体化してなるガスケットでは、例えば、ＵＬ９４に規定される
難燃試験において、基材である樹脂フィルムが収縮し、試験片がフォーム側にカールする
ことを抑えることができず、結果としてＨＢＦ規格に合格しないという問題がある。
　（４）水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム等の金属化合物は、前記のような環境
負荷及び人体に対する影響等は殆どなく、安全なガスケットとすることができるが、例え
ば、ＨＢＦ規格に合格する難燃性を有するガスケットとするためには、樹脂フォームに大
量に配合する必要がある。しかし、メカニカルフロス法では、フォーム原料に粉粒体を配
合すると増粘に繋がり、特に密度の低い樹脂フォームの製造時には増粘が顕著になり、メ
カニカルフロス法による樹脂フォームが本来有する微細セル構造の形成が困難であり、フ
ォームの表面が荒れる、所謂、セル荒れが発生する等の問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－１７１１０２号公報
【特許文献２】特開２００７－４４９７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１には、特定の密度を有し、難燃剤である金属水酸化物をポリオール１００重
量部に対して２５～５０重量部混合した難燃性シール材が開示されている。この特許文献
１には、低密度であると、空気との接触面積が大きくなり、難燃性が低下すると説明され
ている。また、この難燃性シール材では、金属水酸化物が５０重量部を越えると硬くなっ
たり、脆性が発現したりしてシール性に問題が発生すると説明されており、多量の金属水
酸化物を配合したときの問題点が記載されている。更に、この問題に対処する方法として
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、整泡剤の希釈媒体としてポリオールを用いることで、整泡剤をポリウレタンの分子内に
取り込んでしまい、難燃化の阻害要因となる整泡剤の揮発を防止する方法が記載されてい
る。
【０００６】
　また、特許文献２には、基材フィルムと、この基材フィルム上に形成されたポリウレタ
ン発泡体層とを備える物品が開示されており、この物品として、携帯電話機等のディスプ
レイなどに用いられるシール部材が例示されている。更に、ポリウレタン泡混合物に任意
の添加剤を添加してもよいと記載されており、添加物として難燃剤が例示されている。
【０００７】
　本発明は、上記の従来の状況に鑑みてなされたものであり、難燃剤がブリードアウトす
ることがなく、柔軟であり、且つ、傷が付き難く、外観性に優れるポリウレタンフォーム
層と、樹脂フィルム層とを備え、難燃性に優れるポリウレタンフォーム積層体及びその製
造方法、並びに、このポリウレタンフォーム積層体を用いてなり、難燃性及びシール性に
優れるガスケットに関する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は以下のとおりである。
１．ポリイソシアネート、ポリオール及び難燃剤を含有するフォーム原料と、気体とを混
合して、気液混合物を生成させ、その後、該気液混合物を樹脂フィルム上に供給し、次い
で、該気液混合物を加熱し、該フォーム原料を反応させて得られた、該樹脂フィルムから
なる樹脂フィルム層と、生成したポリウレタンフォームからなるフォーム層とを有するポ
リウレタンフォーム積層体において、
　上記フォーム原料に含まれる上記難燃剤は、金属水酸化物粉末と、液状難燃剤とを含み
、上記ポリオールを１００質量部とした場合に、該金属水酸化物粉末は２０～６０質量部
であり、該液状難燃剤は５～２０質量部であって、且つ、
　上記フォーム層の密度が１００～２８０ｋｇ／ｍ３であることを特徴とするポリウレタ
ンフォーム積層体。
２．上記液状難燃剤がリン系難燃剤である上記１に記載のポリウレタンフォーム積層体。
３．上記金属水酸化物粉末の平均粒径が１０～１００μｍである上記１又は２に記載のポ
リウレタンフォーム積層体。
４．上記樹脂フィルム層がポリエチレンテレフタレートを含み、該樹脂フィルム層の厚さ
が２５～１２５μｍである上記１乃至３のいずれかに記載のポリウレタンフォーム積層体
。
５．上記フォーム層の平均セル径が５０～３００μｍである上記１乃至４のいずれかに記
載のポリウレタンフォーム積層体。
６．上記フォーム層が、上記樹脂フィルム層に積層された面とは反対側の面にスキン層を
有する上記１乃至５のいずれかに記載のポリウレタンフォーム積層体。
７．４０％圧縮したときの荷重が０．００２～０．０２ＭＰａである上記１乃至６のいず
れかに記載のポリウレタンフォーム積層体。
８．温度７０℃で、５０％圧縮したときの圧縮残留歪が１０．０％以下である上記１乃至
７のいずれかに記載のポリウレタンフォーム積層体。
９．ポリイソシアネート、ポリオール及び難燃剤を含有するフォーム原料と、気体とを混
合して、気液混合物を生成させ、その後、該気液混合物を樹脂フィルム上に供給し、次い
で、該気液混合物を加熱し、該フォーム原料を反応させて、該樹脂フィルムからなる樹脂
フィルム層と、該フォーム原料の反応硬化により生成したポリウレタンフォームからなる
フォーム層とを有するポリウレタンフォーム積層体を製造する方法において、
　上記フォーム原料に含まれる上記難燃剤は、金属水酸化物粉末と、液状難燃剤とを含み
、上記ポリオールを１００質量部とした場合に、該金属水酸化物粉末は２０～６０質量部
であり、該液状難燃剤は５～２０質量部であって、且つ、
　上記フォーム層の密度が１００～２８０ｋｇ／ｍ３であることを特徴とするポリウレタ
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ンフォーム積層体の製造方法。
１０．上記１乃至８のうちのいずれか１項に記載のポリウレタンフォーム積層体を用いて
なることを特徴とするガスケット。
１１．厚さが０．４～１．５ｍｍである上記１０に記載のガスケット。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明のポリウレタンフォーム積層体によれば、難燃剤として、それぞれ所定量の金属
水酸化物粉末と、液状難燃剤とを含有するため、難燃剤がブリードアウトすることがなく
、柔軟であり、且つ、傷が付き難く、外観性に優れるフォーム層と、樹脂フィルム層とを
備える。そして、全体として、柔軟性に優れ、高温雰囲気等の苛酷な環境下で使用される
機器、発熱性を有する機器等に配設される、難燃性に優れたガスケット等のシール材とし
て好適である。
　上記液状難燃剤がリン系難燃剤である場合には、このリン系難燃剤と金属水酸化物粉末
との組み合わせにより、難燃剤がフォーム層の表面にブリードアウトすることがなく、所
定の密度を有し且つ柔軟なフォーム層を備え、難燃性に優れる。
　上記樹脂フィルム層がポリエチレンテレフタレートを含み、該樹脂フィルム層の厚さが
２５～１２５μｍである場合には、ポリウレタンフォーム積層体は、形状安定性に優れる
。そして、このポリウレタンフォーム積層体を、ガスケットとして用いると、機器の筐体
等を構成する２つの部材の周縁部における封止を、完全なものとすることができる。即ち
、上記周縁部と、上記樹脂フィルム層との密着性に優れる。
　上記フォーム層の平均セル径が５０～３００μｍである場合には、フォーム層における
圧縮残留歪が小さく、ガスケットとして用いたときに、長期にわたって優れたシール性等
が得られる。
　また、上記フォーム層が、樹脂フィルム層に積層された面とは反対側の面にスキン層を
有する場合には、機器の筐体等を構成する２つの部材の周縁部における封止を、完全なも
のとすることができる。即ち、樹脂フィルム層側における密着性と同様に、フォーム層側
も上記周縁部に密着させることができるので、携帯電話機等の筐体等のガスケット等とし
て用いたときに、より優れたシール性等が得られる。
　本発明のポリウレタンフォーム積層体における４０％圧縮時荷重が、０．００２～０．
０２ＭＰａである場合には、十分に柔軟である。そして、このポリウレタンフォーム積層
体に対して、打ち抜き型により打ち抜く等の加工により、携帯電話機等の筐体等のガスケ
ット等を作製する際に、フォーム層が傷付いたり、加工部の周縁等において欠けたりする
ことがない。また、本発明のポリウレタンフォーム積層体を、ガスケット等として用いた
ときに、優れたシール性等が得られる。
　また、本発明のポリウレタンフォーム積層体において、温度７０℃、５０％圧縮時の圧
縮残留歪が１０．０％以下である場合には、携帯電話機等の筐体等のガスケット等として
、特に高温等の苛酷な環境下で用いたときに、優れたシール性等が、より長期にわたって
維持される。
　上記フォーム層の平均セル径が５０～３００μｍである場合には、圧縮残留歪が小さい
等の優れた物性を有するポリウレタンフォーム積層体とすることができる。
【００１０】
　本発明のポリウレタンフォーム積層体の製造方法によれば、難燃剤がブリードアウトす
ることがなく、セル荒れを生じることがなく、良好な外観を有するフォーム層と、樹脂フ
ィルム層とを備え、難燃性に優れるポリウレタンフォーム積層体を製造することができる
。
　また、水又は発泡剤を用いて製造された密度が同程度の通常の軟質スラブポリウレタン
フォームと比べて、フォーム層の平均セル径を小さくすることができる。
　上記フォーム原料に含まれる金属水酸化物粉末の平均粒径が１０～１００μｍである場
合には、フォーム原料及び気液混合物が過度に増粘せず、取扱いが容易である。また、こ
のフォーム原料と、気体とを用いて、気液混合物を生成させる際に、両者の混合が容易で



(6) JP 2010-247532 A 2010.11.4

10

20

30

40

50

あり、金属水酸化物粉末の沈降を抑制しつつ、均質な気液混合物を効率よく調製すること
ができる。
　上記樹脂フィルムがポリエチレンテレフタレートを含む場合には、この樹脂フィルムが
十分な強度、耐熱性等を有するため、気液混合物の加熱の際には、容易に伸長することも
なく、フォーム層及び樹脂フィルム層の密着性に優れたポリウレタンフォーム積層体を安
定して製造することができる。
【００１１】
　本発明のガスケットによれば、難燃性、柔軟性及びシール性に優れ、フォーム層に傷が
付き難く、携帯電話機等の筐体部材の間等に配設する際の作業も容易である。また、携帯
電話機等は、薄型化の傾向にあり、従来のガスケットを用いて、機器を完成させると、筐
体部材が反ってしまうことがある。しかし、本発明のガスケットを用いると、反りが発生
することがなく、優れたシール性を有する機器が得られる。
　また、ガスケットの厚さが０．４～１．５ｍｍである場合には、携帯電話機等の小型機
器における筐体部材の間等に配設する際の作業が容易である。また、その配設に際して、
ガスケットを過度に圧縮する必要もない。そのため、優れたシール性等が、長期にわたっ
て維持される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明のポリウレタンフォーム積層体の製造工程を説明するための模式図である
。
【図２】フォーム層と樹脂フィルム層とからなるガスケットの一例の斜視図である。
【符号の説明】
【００１３】
　１１；オークスミキサ、１２；ロールコーター、１３；加熱炉、２；ポリウレタンフォ
ーム積層体、２１；フォーム層、２１ａ；気液混合物、２１ｂ；未硬化層、２２；樹脂フ
ィルム層、２２ａ樹脂フィルム、３；離型紙又は離型処理がなされた樹脂フィルム、１０
１；ガスケット、１０１；フォーム層、１０２；樹脂フィルム層。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明を詳しく説明する。
１．ポリウレタンフォーム積層体及びその製造方法
　本発明のポリウレタンフォーム積層体は、ポリイソシアネート、ポリオール及び難燃剤
を含有するフォーム原料と、気体とを混合し、気液混合物を生成させ、その後、得られた
気液混合物を樹脂フィルム上に供給し、次いで、この気液混合物を加熱し、フォーム原料
を反応させて得られた、樹脂フィルムからなる樹脂フィルム層と、生成したポリウレタン
フォームからなるフォーム層とを有する積層体である。そして、上記フォーム原料に含ま
れる難燃剤は、金属水酸化物及び液状難燃剤を含み、その含有量は、ポリオールを１００
質量部とした場合に、それぞれ、２０～６０質量部及び５～２０質量部である。また、形
成されるフォーム層の密度は１００～２８０ｋｇ／ｍ３である。
【００１５】
１－１．フォーム原料
　上記フォーム原料は、ポリイソシアネート、ポリオール及び難燃剤を含有する組成物で
あり、必要に応じて、後述する他の成分を含む。
　上記ポリイソシアネートは、特に限定されず、従来、ポリウレタンフォームの製造に用
いられるポリイソシアネートを用いることができる。このポリイソシアネートとしては、
通常、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、粗ＭＤＩ、トリレンジ
イソシアネート等が用いられる。これらの他、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート
、１，５－ナフタレンジイソシアネート、パラフェニレンジイソシアネート、２，２，４
－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレン
ジイソシアネート、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、ｍ－キシレン
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ジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、水素化ＭＤＩ、イソホロンジイソ
シアネート等の芳香族系又は脂肪族系のポリイソシアネート、プレポリマー型のポリイソ
シアネート等を用いることもできる。上記ポリイソシアネートは、２種以上を併用するこ
ともあるが、１種のみを用いることが多い。
　ポリイソシアネートは、イソシアネートインデックスが、好ましくは０．８～１．２、
特に好ましくは０．９～１．１となるように配合される。
【００１６】
　上記ポリオールは、特に限定されず、従来、ポリウレタンフォームの製造に用いられる
ポリオールを用いることができる。このポリオールとしては、ポリエーテルポリオール、
ポリエステルポリオール、ポリエーテルポリオールとポリエステルポリオールとを共重合
させたポリエーテルエステルポリオール等を用いることができる。また、十分な引張強度
等を有するフォーム層とすること等を目的として、ポリマーポリオールを併用することも
できる。このポリマーポリオールは、例えば、ポリエーテルポリオールにアクリロニトリ
ル、スチレン、メチルメタクリレート等のエチレン性不飽和化合物を、固形分換算で、好
ましくは１０～４０質量％、より好ましくは１５～３０質量％、グラフト重合させたポリ
オールである。
　上記ポリオールの平均分子量は、好ましくは４００～５０００、より好ましくは８００
～４０００である。
　上記ポリオールは、１種のみ用いてもよく、２種以上を併用することもできる。
【００１７】
　上記難燃剤としては、金属水酸化物粉末と、液状難燃剤とを併用する。
　上記金属水酸化物粉末としては、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化カ
ルシウム等からなる粉末が挙げられる。金属水酸化物粉末は、１種のみ用いてもよく、２
種以上を併用することもできる。これらのうちでは、ヒドロキシル基を３個有し、分解点
が２００℃程度と低い水酸化アルミニウムの粉末が好ましい。この水酸化アルミニウム粉
末を用いると、液状難燃剤との併用により、特に優れた難燃性を付与することができる。
　更に、金属水酸化物粉末の平均粒径は、好ましくは１０～１００μｍ、特に好ましくは
２５～７５μｍである。金属水酸化物粉末の平均粒径が１０～１００μｍであると、フォ
ーム原料及び気液混合物が過度に増粘せず、取扱いが容易である。また、このフォーム原
料と、気体とを用いて、気液混合物を生成させるときに、両者の混合が容易であり、金属
水酸化物粉末の沈降を抑制しつつ、均質な気液混合物を効率よく調製することができる。
尚、上記平均粒径は、粒度分布測定装置により測定された値である。
【００１８】
　また、上記液状難燃剤は、特に限定されないが、好ましくは、２５℃で液体の難燃剤で
ある。この液状難燃剤を用いると、フォーム原料の粘度を低下させることができる。そし
て、フォーム原料及び気体の混合効率が向上し、均質な気液混合物とすることができる。
その結果、難燃剤の分散性に優れた、均質なフォーム層を形成することができる。
　上記液状難燃剤としては、塩素原子、臭素原子等のハロゲン原子を含有するハロゲン含
有難燃剤と、ハロゲンを含有しないハロゲン非含有難燃剤とがある。環境負荷の観点から
、ハロゲン非含有難燃剤が好ましい。ハロゲン非含有難燃剤としては、リン系難燃剤が好
ましく、このリン系難燃剤としては、リン酸エステル系難燃剤、ポリリン酸系難燃剤等の
有機リン化合物が挙げられる。これらのうち、リン酸エステル系難燃剤が好ましい。尚、
これらの有機リン化合物は、１種のみ用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００１９】
　リン酸エステル系難燃剤としては、トリメチルホスフェート、トリエチルホスフェート
、トリブチルホスフェート、トリイソブチルホスフェート、トリフェニルホスフェート、
トリクレジルホスフェート、トリキシレニルホスフェート、クレジルジフェニルホスフェ
ート、クレジルジ２，６－キシレニルホスフェート等が挙げられる。
【００２０】
　上記２種の難燃剤を、特定の含有量としたフォーム原料を用いることにより、難燃性に
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優れたフォーム層を備えるポリウレタンフォーム積層体とすることができる。
　上記フォーム原料に含まれる金属水酸化物粉末の含有量は、ポリオールを１００質量部
とした場合に、２０～６０質量部であり、好ましくは３０～６０質量部、特に好ましくは
３０～５０質量部である。金属水酸化物粉末の含有量が２０～６０質量部であると、フォ
ーム原料及び気液混合物が過度に増粘しないため、セル荒れ等の抑制されたフォーム層を
形成することができる。この金属水酸化物粉末の含有量は、通常、ポリウレタンフォーム
積層体の圧縮時荷重及び圧縮残留歪等の物性を勘案しながら、設定される。
【００２１】
　また、上記フォーム原料に含まれる液状難燃剤の含有量は、ポリオールを１００質量部
とした場合に、５～２０質量部であり、好ましくは７～１８質量部、特に好ましくは１０
～１５質量部である。液状難燃剤の含有量が５～２０質量部であると、フォーム原料及び
気液混合物の増粘が十分に抑えられ、液状難燃剤がブリードアウトすることのないフォー
ム層を形成することができる。また、難燃性及び柔軟性等も高く維持することができる。
この液状難燃剤の含有量は、通常、ポリウレタンフォーム積層体の圧縮時荷重及び圧縮残
留歪等の物性を勘案しながら、設定される。
【００２２】
　上記フォーム原料には、ポリイソシアネート、ポリオール及び難燃剤の他、触媒、整泡
剤、架橋剤等が含有される。
【００２３】
　上記触媒としては、スタナスオクトエート、ジブチルチンジアセテート、ジブチルチン
ジラウレート等の有機錫化合物、オクチル酸亜鉛等の有機亜鉛化合物、ニッケルアセチル
アセトエート、ニッケルジアセチルアセトエート等の有機ニッケル化合物、鉄アセチルア
セトエート等の有機鉄化合物、酢酸ナトリウム等のアルカリ金属又はアルカリ土類金属の
アルコキシド、フェノキシド等の金属触媒、トリエチルアミン、トリエチレンジアミン、
Ｎ－メチルモルホリンジメチルアミノメチルフェノール、イミダゾール、１，８－ジアザ
ビシクロ［５．４．０］ウンデセン等の３級アミン系触媒、有機酸塩等が挙げられる。こ
れらのうち、有機錫化合物が好ましい。尚、触媒は、１種のみ用いてもよく、２種以上を
併用することもできる。
　上記フォーム原料に含まれる触媒の含有量は、その種類、フォーム層の形成条件等にも
よるが、ポリオールを１００質量部とした場合に、好ましくは０．０５～２．０質量部、
特に好ましくは０．０５～１．０質量部である。
【００２４】
　上記整泡剤としては、通常、シリコーン系整泡剤が用いられる。このシリコーン系整泡
剤としては、ジメチルシロキサン系化合物、ポリエーテルジメチルシロキサン系化合物、
フェニルメチルシロキサン系化合物等が挙げられる。これらは、１種のみ用いてもよく、
２種以上を併用することもできる。また、これらの化合物は、有機官能基を有する化合物
であってもよい。本発明においては、ポリエーテルジメチルシロキサン系化合物が好まし
く、ジメチルポリシロキサンとポリエーテルとのブロック共重合体が特に好ましく用いら
れる。
　上記フォーム原料に含まれる整泡剤の含有量は、その種類、所望のフォーム物性等にも
よるが、ポリオールを１００質量部とした場合に、好ましくは２．０～１０質量部、特に
好ましくは３．０～８．０質量部である。
【００２５】
　上記架橋剤としては、エチレングリコール、トリメチロールプロパン等を開始剤として
、ε－カプロラクトンで鎖延長したエステル系オリゴマー、分子量４００～７００程度の
３官能ポリエーテルポリオール等の分子量の高い架橋剤や、エチレングリコール、ジエチ
レングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、１，４－ブタンジオ
ール、グリセリン、トリメチロールプロパン等の短鎖ジオール系の架橋剤が挙げられる。
高分子量の架橋剤を用いた場合、より硬度の低いフォームとすることができる。また、短
鎖ジオール系の架橋剤を用いた場合、ハードセグメントの割合が高くなる傾向があるため
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、この点を考慮して配合量を設定することが好ましい。架橋剤は、１種のみ用いてもよく
、２種以上を併用することもできる。
　上記フォーム原料に含まれる架橋剤の含有量は、その種類、所望のフォーム物性等にも
よるが、ポリオールを１００質量部とした場合に、好ましくは１．０～１０質量部、特に
好ましくは２．０～５．０質量部である。
【００２６】
　上記フォーム原料には、必要に応じて、紫外線吸収剤、酸化防止剤、有機及び無機充填
剤、着色剤等の、ポリウレタンフォームの製造において一般に用いられる添加剤を適量配
合することができる。
【００２７】
１－２．ポリウレタンフォーム積層体の製造方法
　本発明のポリウレタンフォーム積層体の製造用原料は、上記構成を有するフォーム原料
及び気体を含む気液混合物、並びに、樹脂フィルムである。
　上記フォーム原料と混合される気体は、特に限定されず、窒素ガス、不活性ガス、乾燥
空気等を用いることができる。これらのうち、窒素ガスが好ましい。
【００２８】
　本発明では、上記フォーム原料と、気体とを、混合機１１を用いて、攪拌等して、気液
混合物２１ａとする。その後、この気液混合物２１ａを樹脂フィルム２２ａ上に塗布する
ように供給し、次いで、流延する気液混合物２１ａの表面に、その上方側から、離型紙（
又は離型用処理がなされた樹脂フィルム）３を供給する。そして、この積層状態のまま、
ロールコーター１２等を通過させることにより、気液混合物２１ａからなる未硬化層２１
ｂの厚さを調整する。尚、離型紙３の使用の有無は、問わないが、この離型紙３を用いる
と、未硬化層２１ｂの厚さの調整が容易であり、熱処理後に得られるフォーム層２１の表
面（離型紙３側）にスキン層を形成することができる。これらの工程により、未硬化層２
１ｂの一面側（下面）に樹脂フィルム２２ａ（樹脂フィルム層２２となる。）を有し、他
面側（上面）に離型紙３が積層された３層型の積層物を得る。
　その後、この積層物を、熱処理装置により加熱する。これにより、フォーム原料を反応
させ、未硬化層２１ｂを硬化させてフォーム層２１が形成されたポリウレタンフォーム積
層体２を得ることができる。このポリウレタンフォーム積層体２において、フォーム層２
１及び樹脂フィルム層２２は、強固に接合されている。得られたポリウレタンフォーム積
層体２は、３層構造のまま、紙管等に巻き取ってロール体としてもよいし、図１に示すよ
うに、離型紙３を剥離した後、２層型積層体として巻き取ってロール体としてもよい。ま
た、製造ライン上で所定の大きさに切断し、シートとすることもできる。次いで、このシ
ートを積み重ね、これを梱包してもよい。この場合も、３層のまま積み重ねてよいし、２
層型積層体として積み重ねてもよい。
【００２９】
　以下、ポリウレタンフォーム積層体の製造方法を、具体的に説明する。
　上記のように、ポリウレタンフォーム積層体の製造用原料は、フォーム原料及び気体を
用いて得られた気液混合物２１ａ、並びに、樹脂フィルム２２ａである。
　上記フォーム原料の調製方法は、特に限定されないが、好ましくは、ポリイソシアネー
トと、ポリイソシアネートを含まず、ポリオール、難燃剤、触媒等を含有する混合物（以
下、「第１混合物」という。）とを混合する方法である。尚、必要に応じて配合される添
加剤は、通常、第１混合物に含まれる。
【００３０】
　上記気液混合物２１ａの調製方法は、特に限定されず、フォーム原料及び気体の体積割
合が、両者の合計１００体積％としたときに、それぞれ、好ましくは５～３０体積％及び
７０～９５体積％、より好ましくは８～２５体積％及び７５～９２体積％となるように、
フォーム原料及び気体が混合される。この混合割合により、上記特定の密度を有するフォ
ーム層の形成に好適な気液混合物２１ａを調製することができる。また、フォーム原料と
気体との混合に用いる混合機１１は、特に限定されないが、好ましくは、オークスミキサ
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、ホバートミキサ等が用いられる。これらの混合機１１により、フォーム原料と気体とを
均一に混合することができ、泡化の制御が容易であり、泡化された気液混合物２１ａを、
より均質なものとして生成させることができる。
　尚、フォーム原料及び気体を混合する方法は、好ましくは、混合用のチャンバー等に、
予め、収容されたフォーム原料に、気体を吹き込む方法、及び、このチャンバーに、フォ
ーム原料及び気体を同時に供給する方法である。これらの場合、フォーム原料は、このチ
ャンバーに、ポリイソシアネートと、上記第１混合物とを、別々に、供給してもよい。
【００３１】
　上記気液混合物を用いたフォーム層は、好ましくはメカニカルフロス法により形成され
る。この方法によれば、使用する気液混合物の体積、及び、得られるポリウレタンフォー
ムの体積を、ほぼ同一とすることができる。従って、ポリウレタンフォームの密度は、気
液混合物の組成、即ち、上記フォーム原料に対する気体の導入量により調整することがで
きる。
　フォームの密度を所定の値とするために、気液混合物の形成に用いる気体の混合量は、
以下のようにして決定することができる。
　まず、所定質量のフォーム原料に含まれる各成分の密度（真比重）の加重平均を求め、
これを、フォーム原料全体の密度（ρ）とする。そして、用いるフォーム原料の質量を上
記密度（ρ）で除することにより、フォーム原料の総体積を算出する。
　次に、フォーム原料の総体積と、目標とするフォームの密度（目標密度）とから、フォ
ーム原料に導入する気体の体積量を求めることができる。これを実際の製造に利用し、所
望の密度を有するポリウレタンフォーム層とすることができる。
【００３２】
　上記樹脂フィルム２２ａは、フォーム層形成時の変形、変質等を引き起こすものでなけ
れば、特に限定されない。また、フォーム層を支持するための支持材としての引張強度、
引裂強度、耐熱性等を有するものが好ましい。この樹脂フィルム２２ａとしては、通常、
合成樹脂製のフィルムが用いられる。合成樹脂としては、ポリエチレンテレフタレート、
ポリブチレンテレフタレート等のポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリエチレン、
ポリプロピレン等のポリオレフィン樹脂、ポリアミド樹脂等が挙げられる。これらのうち
、強度、耐熱性等の観点で、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂及びポリアミド樹脂が
好ましい。また、これらの樹脂を含む樹脂フィルムを有する本発明のポリウレタンフォー
ム積層体を、２つの部材を封止するガスケットとして用いた場合に、優れた密着性及びシ
ール性を得ることができる。本発明において、上記樹脂フィルム２２ａは、ポリエステル
樹脂がより好ましく、ポリエチレンテレフタレートが特に好ましい。
【００３３】
　上記樹脂フィルム２２ａの厚さ（ポリウレタンフォーム積層体を構成する樹脂フィルム
層２２の厚さである。）も特に限定されない。好ましい厚さは２５μｍ以上であり、より
好ましくは２５～１２５μｍ、更に好ましくは２５～１００μｍ、特に好ましくは３０～
７０μｍである。この厚さが２５μｍ以上であると、図１に示すような、連続的な製造を
進める場合に、フォーム層１１の成形方向への引張応力にも十分に耐え、ポリウレタンフ
ォーム積層体の安定な製造が可能となる。また、上記樹脂フィルム２２ａがポリエチレン
テレフタレートであり、且つ、その厚さが２５～１２５μｍであると、形状安定性に優れ
る。更に、この構成のポリウレタンフォーム積層体を、ガスケットとして用いると、過度
に剛直になることがなく、携帯電話機等の筐体部材間に介在させるときの作業が容易であ
り、優れたシール性等が得られる。
【００３４】
　上記気液混合物２１ａは、上記樹脂フィルム２２ａの表面に供給され、その後、流延す
る気液混合物２１ａの表面に、その上方側から、離型紙３が供給され、積層物とする。次
いで、この３層型の積層物を、所定の温度に設定された熱処理装置１３により加熱し、未
硬化層２１ｂに含まれるフォーム原料を反応させて、フォーム層２１を形成する。
　上記３層型積層物の加熱方法は、特に限定されず、熱処理装置１３の種類等により、適
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宜、選択される。
【００３５】
　加熱温度は、未硬化層２１ｂに含まれるフォーム原料を硬化させるために、ポリオール
及びポリイソシアネートの種類等に応じて、適宜、選択される。この加熱温度は、好まし
くは１２０℃～２００℃、好ましくは１４０℃～１８０℃、特に好ましくは１５０℃～１
７０℃である。
　また、加熱時間は、好ましくは１～１０分間、より好ましくは１～５分間である。
【００３６】
　上記熱処理装置１３としては、加熱炉、遠赤外線照射装置等が挙げられる。加熱炉を用
いる場合には、装置内に固定された熱源を利用して、３層型積層物を静止又は移動させつ
つ、熱処理することができる。このとき、熱風を供給してもよい。尚、ポリウレタンフォ
ーム積層体を連続的に製造する場合には、３層型積層物を、加熱炉の中で移動させつつ、
加熱することが好ましい。
　上記３層型積層物に対する加熱は、樹脂フィルム側及び離型紙側、のいずれか一方の側
、又は、両側から行うことができる。本発明においては、その全体を均一に加熱し、より
均質なフォーム層２１を効率よく形成するために、３層型積層物の両側から加熱すること
が好ましい。
【００３７】
　本発明のポリウレタンフォーム積層体の製造方法を、図１に示す製造システムとした場
合には、気液混合物２１ａの調製、気液混合物２１ａの樹脂フィルム２２ａ上への供給、
及び、未硬化層２１ｂの上面への離型紙等の供給、ロールコーター等による厚さ調整、並
びに、３層型積層物の加熱を、連続的に進めて、ポリウレタンフォーム積層体を連続的に
製造することができる。即ち、混合機１１で調製された気液混合物２１ａは、連続的に送
出され、移動する樹脂フィルム２２ａ上に、所定の供給速度で連続的に供給され、流延す
る気液混合物２１ａの表面には、離型紙３が樹脂フィルム２２ａと同じ速度で供給され、
ロールコーター１２により厚さが調整される。その後、３層型積層物は、ロールコーター
１２に近接して配置された熱処理装置１３、例えば、加熱炉に導入される。加熱炉を用い
る場合、通常、３層型積層物を、その一方の開口部から導入し、樹脂フィルム２２ａと同
じ又はそれに近い移動速度で、加熱炉内を移動させ、他方の開口部から導出させればよい
。これにより、離型紙３を有するポリウレタンフォーム積層体が製造される。この後、必
要に応じて、離型紙３を取り除いて、フォーム層２１及び樹脂フィルム層２２とからなる
ポリウレタンフォーム積層体とすることができる。
【００３８】
　尚、本発明のポリウレタンフォーム積層体の製造方法においては、樹脂フィルム層２２
の両面にフォーム層２１を形成することができる。その方法としては、フォーム層２１を
片面ずつ形成する方法、及び、樹脂フィルム２２ａの両面に未硬化層２１ｂを形成した後
、同時に加熱して、同時にフォーム層２１を形成する方法である。
【００３９】
　本発明のポリウレタンフォーム積層体は、上記のように、フォーム原料に、水及び発泡
剤を配合しない、メカニカルフロス法により製造することができる。また、フォーム原料
に、水及び／又は発泡剤を配合する、所謂、ケミカルフロス法により製造することもでき
る。この場合、水としては、イオン交換水、水道水、蒸留水等を用いることができる。水
の使用量は、特に限定されないが、ポリオールを１００質量部とした場合に、通常、０．
１～０．５質量部、特に好ましくは０．２～０．４質量部である。更に、発泡剤は、特に
限定されず、炭化水素、代替フロン等を用いることができる。この発泡剤の使用量もまた
、特に限定されない。このように、メカニカルフロス法に代えて、水及び／又は発泡剤が
配合されたフォーム原料を用いるケミカルフロス法である場合も、気液混合物の起泡状態
が安定して維持され、セル荒れ等を生じることもなく、所望の密度及び厚さを有するフォ
ーム層を容易に形成することができる。その結果、優れた物性を備えるフォーム層を備え
るポリウレタンフォーム積層体とすることができる。
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【００４０】
１－３．ポリウレタンフォーム積層体の物性
　本発明のポリウレタンフォーム積層体は、上記の方法により製造された、フォーム層２
１及び樹脂フィルム層２２の接合物である。上記フォーム層の密度は、１００～２８０ｋ
ｇ／ｍ３であり、好ましくは１２０～２６０ｋｇ／ｍ３、特に好ましくは１５０～２４０
ｋｇ／ｍ３である。
　上記フォーム層の密度は、積層体の質量から樹脂フィルム層の質量を差し引いた質量を
、フォーム層の体積で除して算出することができる。尚、フォーム層の体積は、次のよう
にして算出することができる。即ち、積層体を、例えば、長方形に切り出して、試験片を
作製し、この試験片の縦横の寸法をノギス等で測定する。そして、試験片の全厚さをダイ
ヤル厚さ計等で測定した後、樹脂フィルム層の厚さを差し引くことでフォーム層の厚さを
得る。そして、上記縦横の寸法と、フォーム層の厚さとからフォーム層の体積が算出され
る。
【００４１】
　従来、難燃剤として、金属水酸化物粉末のみを配合し、密度が、例えば、２８０ｋｇ／
ｍ３以下の、低密度のフォーム層を形成した場合には、セル荒れ等が生じてしまい、実用
に供することができるポリウレタンフォーム積層体とすることができなかった。しかしな
がら、本発明の製造方法によれば、金属水酸化物及び液状難燃剤を併用することにより、
上記特定の密度を有し、セル荒れ等の不具合が抑制された、柔軟なフォーム層とすること
ができ、且つ、難燃性に優れたポリウレタンフォーム積層体とすることができる。
　また、フォーム層を形成しているポリウレタン樹脂部には、難燃剤として、金属水酸化
物粉末及び液状難燃剤が含まれているが、これらは、ブリードアウトすることなく、保持
されている。また、後述する用途等において、圧縮等の負荷を受けた場合にも、同様であ
る。金属水酸化物粉末及び液状難燃剤の含有量は、ポリウレタン１００質量部に対して、
それぞれ、好ましくは２０～６０質量部及び５～２０質量部、より好ましくは２０～４０
質量部及び５～１０質量部である。
【００４２】
　上記本発明の方法により製造されたポリウレタンフォーム積層体においては、従来、公
知の化学発泡法により製造された軟質スラブポリウレタンフォームと比べて、セル径の小
さいフォーム層を備えることができる。即ち、上記フォーム層における平均セル径は、好
ましくは５０～３５０μｍ、特に好ましくは５０～２５０μｍである。フォーム層のセル
径が上記範囲にあると、圧縮残留歪が小さい等の優れた物性を有するポリウレタンフォー
ム積層体とすることができる。圧縮残留歪の小さいポリウレタンフォーム積層体を、２つ
の部材を封止するガスケットとして用いたときに、ポリウレタンフォーム積層体における
樹脂フィルム層側表面及びフォーム層側表面の両方を、２つの部材に十分に密着させるこ
とができ、優れたシール性等を得ることができる。
　上記平均セル径は、フォーム層の断面を、走査型電子顕微鏡により倍率２００倍で観察
し、セル径の合計を、セルの個数で除して算出することができる。
【００４３】
　上記フォーム層の厚さは、目的、用途等により、適宜、選択されるが、通常、０．４～
１．５ｍｍである。
　また、本発明のポリウレタンフォーム積層体の厚さは、特に限定されないが、通常、０
．５～１．８ｍｍ、特に好ましくは０．５～１．０ｍｍである。
　本発明のポリウレタンフォーム積層体は、上記のように、樹脂フィルム層の両面にフォ
ーム層を備える積層体とすることができる。この場合、２つのフォーム層における、密度
、平均セル径及び厚さは、互いに同一であってよいし、異なってもよい。
【００４４】
　また、本発明のポリウレタンフォーム積層体におけるフォーム層の露出面（樹脂フィル
ム層に積層された面とは反対側の面）には、スキン層が形成されていることが好ましい。
このスキン層を有するポリウレタンフォーム積層体を、ガスケットとして用いる場合には
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、機器の筐体等を構成する２つの部材の周縁部における封止を、完全なものとすることが
できる。上記スキン層は、フォーム層の断面を電子顕微鏡等で観察することにより確認す
ることができる。
【００４５】
　本発明のポリウレタンフォーム積層体の４０％圧縮時荷重は、好ましくは０．００２～
０．０２ＭＰａ、特に好ましくは０．００５～０．０１５ＭＰａである。この４０％圧縮
時荷重は、ＪＩＳ　Ｋ　６２５４に準拠して測定された４０％ＣＬＤである。
　また、ポリウレタンフォーム積層体において、温度７０℃で、５０％圧縮させたときの
圧縮残留歪は、好ましくは１０．０％以下、特に好ましくは６．０％以下である。尚、下
限は、通常、０．３％である。この圧縮残留歪は、ＪＩＳ　Ｋ　６４０１に準拠して測定
することができる。
【００４６】
２．ポリウレタンフォーム積層体の用途
　本発明のポリウレタンフォーム積層体は、ガスケット等の用途において有用なポリウレ
タンフォーム積層体である。
　本発明のガスケットは、目的、用途等による形状とすることができる。例えば、図２に
示すガスケット１００は、本発明のポリウレタンフォーム積層体を加工して得られたもの
であり、樹脂フィルム層１０２と、この樹脂フィルム層１０２の表面に接合されたフォー
ム層１０１とを備える環状のガスケットであり、フォーム層１０１の表面（図２では上面
）に、好ましくはスキン層を有している。このように、ガスケット１００の一面側が樹脂
フィルム層１０２により構成され、他面側にスキン層を有するフォーム層１０１が形成さ
れたガスケット１００を、機器の筐体等を構成する２つの部材の周縁部における封止に用
いた場合には、２つの部材の間から、塵埃が侵入することを抑制することができる。即ち
、ガスケット１００の両面側（フォーム層１０１の側、及び、樹脂フィルム層１０２の側
）において十分に防止される。
　本発明のガスケットの形状は、図２に示すような、本体部分より大きな開口部を有する
ものに限定されるものではなく、例えば、所定形状のシート（ポリウレタンフォーム積層
体）に対して、小面積の開口部を有するものであってもよい。
【００４７】
　上記ガスケットの厚さは、特に限定されないが、通常、０．４～１．５ｍｍ、特に好ま
しくは１．０～１．５ｍｍである。ガスケットの厚さが０．４～１．５ｍｍであると、ポ
リウレタンフォーム積層体の柔軟性を生かしつつ、優れたシール性が得られる。
【００４８】
　図２に示すような環状構造を有するガスケット１００を得る方法は、特に限定されず、
打ち抜き型を用いて打ち抜く方法、裁断機により連続的に切り出す方法等が挙げられる。
これらのうち、打ち抜き法が好ましい。また、上記のように、フォーム層１０１は低密度
であり、且つ柔軟性に優れるため、打ち抜き等の際に、フォーム層１０１が傷付いたり、
加工部における周縁等において欠けたりすることがない。
【００４９】
　本発明のガスケットは、電子機器の筐体部材間に介在させて用いることができる。この
電子機器は、特に限定されず、携帯電話機、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ、携
帯型コンピュータ、携帯型音楽機器、携帯型ゲーム機、ナビゲーション装置等の携帯型電
子機器等が挙げられる。これらの電子機器のうちでは、特に多くの人が所有し、且つ外出
時に持ち歩くことが多く、衣服等の繊維と接触し易い携帯電話機に、本発明のガスケット
を使用することが好ましい。
【００５０】
　電子機器の筐体は、通常、対向する複数の筐体部材により構成されており、筐体部材間
にはガスケットが介在しているが、近年、電子機器の小型化、高性能化に伴って、介在さ
せるときの作業が容易であり、筐体部材にガスケットを嵌め込むための溝を必要とせず、
且つ優れたシール性を有するガスケットが必要とされている。また、筐体部材が薄肉化さ
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れており、従来と同様に部材どうしを締結させた場合、筐体部材が反ってしまうことがあ
るため、十分な柔軟性を有するガスケットが必要とされている。このような状況下、本発
明のガスケットは、低密度であり、且つ十分に柔軟であって、電子機器の小型化、特に薄
型化に対応するという面でも有利である。
【実施例】
【００５１】
　以下、実施例により、本発明を具体的に説明する。尚、下記において、「部」は、特に
断らない限り、質量基準である。
【００５２】
　ポリウレタンフォーム積層体の製造に用いた原料は、以下のとおりである。
（１）ポリエーテルポリオールＡ
　三洋化成社製「ＧＰ－３０００」（商品名）を用いた。
（２）ポリエーテルポリオールＢ
　三洋化成社製「ＧＰ－６００」（商品名）を用いた。
（３）触媒
　城北化学社製スタナスオクトエートを用いた。
（４）整泡剤
　モメンティヴ社製シリコーン系整泡剤「Ｌ－５６１７」（商品名）を用いた。この製品
は、ジメチルポリシロキサンとポリエーテルとのブロック共重合体である。
（５）金属水酸化物粉末
　昭和電工社製水酸化アルミニウム粉末「ハイジライト　Ｈ－１０」（商品名）を用いた
。
（６）リン系難燃剤
　大八化学工業社製脂肪族縮合リン酸エステル「ＤＡＩＧＵＡＲＤ８８０」（商品名）を
用いた。この製品は、２５℃において淡黄色の透明液体である。
（７）ポリイソシアネート
　日本ポリウレタン社製粗ＭＤＩ「Ｃ－１１３０」（商品名）を用いた。イソシアネート
基の含有量は３１％である。
（８）樹脂フィルム
　厚さ５０μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムを用いた。
【００５３】
　　実施例１～４及び６～１５並びに比較例１～７
　ポリエーテルポリオール１００部（ポリエーテルポリオールＡとＢとを９０／１０の質
量比で用いた。）、触媒０．１部、整泡剤５部、並びに表１～表４に記載の配合量の金属
水酸化物粉末及びリン系難燃剤を、混合、攪拌し、第１混合物を調製した。
【００５４】
　その後、この第１混合物と、イソシアネートインデックスが０．９～１．１となる配合
量のポリイソシアネートとを、オークスミキサに配設されたチャンバーに投入した。そし
て、同時に、表１～表４に記載したフォーム層の目標密度となるように、表１～表４に記
載した、所定の体積割合となる量の窒素ガスを注入した。
【００５５】
　次いで、チャンバーにおいて、上記成分を撹拌、混合し、泡化された気液混合物を調製
した。そして、この気液混合物を、５ｍ／分の速度で送出されている樹脂フィルム上に供
給し、流延する気液混合物の表面に、その上方側から、樹脂フィルムと同じ速度で離型紙
を供給し、ロールコーターにより、所定厚さに調整し、気液混合物からなる未硬化層を形
成した（図１参照）。
　その後、樹脂フィルム、未硬化層及び離型紙からなる３層の積層物を、遠赤外線ヒータ
により１６０℃に調温されている加熱炉に導入して加熱した（加熱炉の長さは５ｍであり
、加熱時間は１分間となる。）。次いで、積層体から離型紙を剥離し、樹脂フィルムと、
フォーム層とが接合されてなるポリウレタンフォーム積層体を紙管に巻き取った。ポリウ
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レタンフォーム積層体の厚さは、ダイヤル厚み計により測定した（表１～表４）。
【００５６】
　　実施例５
　ポリエーテルポリオールとして、ポリエーテルポリオールＡのみを１００部用いた以外
は、上記と同様にして、ポリウレタンフォーム積層体を得た（表１）。
【００５７】
　上記のようにして製造したポリウレタンフォーム積層体から試験片を切り出し、フォー
ム層の密度、平均セル径、４０％圧縮時荷重及び圧縮残留歪を測定し、フォーム層の外観
、ブリードの有無、スクラッチの有無及び難燃性を評価した。その結果を表１～表４に示
す。
（１）フォーム層の密度
　得られたポリウレタンフォーム積層体を、正方形状（５０ｍｍ×５０ｍｍ）に切り出し
て、試験片を作製し、この試験片の縦横の寸法をノギスで正確に測定した。そして、各表
に示した積層体の厚さから、樹脂フィルムの厚さを差し引くことで、フォーム層の厚さを
得た。その後、上記縦横の寸法と、フォーム層の厚さとを用いて、フォーム層の体積を算
出する。次いで、試験片の質量から、樹脂フィルム層の質量を差し引いて得られた質量を
、上記フォームの体積で除して、フォーム層の密度を得た。
（２）平均セル径
　得られたポリウレタンフォーム積層体におけるフォーム層の断面を、走査型電子顕微鏡
により倍率２００倍で観察し、画像中の５０個の発泡セルについて、大きさを測定した。
そして、これらのセル径の合計を、セルの個数で除して、平均セル径を得た。
（３）４０％圧縮時荷重
　ＪＩＳ　Ｋ　６２５４に準拠して測定した。具体的には、ポリウレタンフォーム積層体
に対して、打ち抜き加工を行い、直径５０ｍｍの円形試験片を得た。そして、この試験片
と同径の圧縮治具を、試験片に同心円状に接触させ、圧縮試験機を使用し、温度２３℃に
おいて、１ｍｍ／分の速度で４０％圧縮させ（圧縮前の６０％の厚さになる。）、そのと
きの荷重を測定した。得られた荷重から、４０％圧縮時荷重（単位：ＭＰａ）を、下記式
により算出した。
　４０％圧縮時荷重＝［４０％圧縮時の荷重（Ｎ）／試験片の面積（ｍｍ２）］
（４）圧縮残留歪
　ＪＩＳ　Ｋ　６４０１に準拠して測定した。具体的には、ポリウレタンフォーム積層体
に対して、打ち抜き加工を行い、５０ｍｍ×５０ｍｍの試験片を得た。そして、この試験
片を、圧縮試験機を使用し、温度７０℃において、５０％圧縮させ、このまま２２時間放
置した。その後、圧縮を開放して、２３℃で３０分間放置した後、試験片の厚さを測定し
た。圧縮試験の前後の厚さを用いて、圧縮残留歪を、下記式により算出した。
　圧縮残留歪（％）＝［（圧縮前の厚さ－開放後の厚さ）／圧縮前の厚さ］×１００
（５）フォーム層の外観
　ポリウレタンフォーム積層体のフォーム層の表面を、光学顕微鏡により観察し、１０ｃ
ｍ四方に存在する径（最大寸法）７００μｍ以上の大径セルの個数を計数し、フォーム層
の外観を評価した。表における「良好」は、大径セルが２０個未満であることを、「セル
荒れ」は、大径セルが２０個以上観察されたことを、意味する。
（６）ブリードの有無
　ポリウレタンフォーム積層体に対して、切削加工を行い、５０ｍｍ×５０ｍｍの試験片
を得た。そして、この試験片のフォーム層の表面に、銅箔（６０ｍｍ×６０ｍｍ×０．１
ｍｍ）を載置した後、圧縮試験機を使用し、温度７０℃において、５０％圧縮して、この
まま１６８時間放置した。次いで、圧縮を開放し、剥離した銅箔の表面（フォーム層との
接触面）を目視により観察して、リン系難燃剤のブリード性を評価した。表における「無
」は、銅箔表面に異物が観察されず、ブリードアウトしていないことを、「有」は、銅箔
表面に異物が観察され、ブリードアウトしていることを、意味する。
（７）スクラッチの有無
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　ポリウレタンフォーム積層体に対して、切削加工を行い、直径５０ｍｍの円形の試験片
を得た。そして、この試験片のフォーム層を上方に向けて、試験装置の円盤形の載置台の
上面の中央部に載置した。その後、上方から直径５０ｍｍのステンレス鋼製の押圧体を試
験片と同心円状になるように接触させ、押圧体に１．２ｋｇの荷重を加えた。次いで、載
置台を、試験片とともに４３回転／分の速度で回転させ（試験片の外縁部の任意の位置に
付された目印が回転に伴って移動する速度は５０ｍｍ／分になる。）、１０回転させた時
点で回転を停止した。そして、試験片のフォーム層を目視で観察し、スクラッチ性を評価
した。表における「○」は、フォーム層表面に傷が観察されなかったことを、「△」は、
最大寸法５ｍｍ未満の傷が観察されたことを、「×」は、最大寸法５ｍｍ以上の傷が観察
されたことを、意味する。
（８）難燃性
　ＵＬ９４に規定される難燃基準であるＨＢＦ規格に合格するか否かで難燃性を評価した
。表における「○」は、ＨＢＦ規格に合格したことを、「×」は、ＨＢＦ規格に合格しな
かったことを意味する。
【００５８】
【表１】

【００５９】
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【表２】

【００６０】
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【表３】

【００６１】
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【表４】

【００６２】
　表１～表３から明らかなように、ポリオールの含有量に対して、所定量の金属水酸化物
粉末とリン系難燃剤とを含有するフォーム原料を用いて形成された、所定の密度範囲のフ
ォーム層を有する実施例１～１５のポリウレタンフォーム積層体では、４０％圧縮時荷重
が十分に小さく、且つ圧縮残留歪も小さいことが分かる。また、全ての実施例でフォーム
層の外観は良好であり、リン系難燃剤のブリードアウトもなく優れている。更に、スクラ
ッチの有無では、フォーム層の密度がより低い一部の実施例で少数のスクラッチが観察さ
れるが、特に大きな問題ではなく、ガスケット等の用途で十分に使用し得るポリウレタン
フォーム積層体であることが分かる。更に、全ての実施例でＨＢＦ規格に合格しており、
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【００６３】
　一方、表４から明らかなように、フォーム層の密度が好ましい範囲内であっても、リン
系難燃剤が含有されていない比較例１では、セル荒れ及びスクラッチが発生した。また、
金属水酸化物粉末が含有されていない比較例２では、難燃性が不合格であった。また、金
属水酸化物粉末が含有されていない比較例２及び比較例３では、圧縮残留歪が著しく大き
くなった。更に、所定量の金属水酸化物粉末とリン系難燃剤とを含有しているものの、フ
ォーム層の密度が低過ぎる比較例４及び比較例７では、セル荒れ及びスクラッチが発生し
た。また、比較例５及び比較例６では、物性面では特に問題はないが、フォーム層の密度
が高過ぎたため、特にガスケットの用途において実用に供し得ないポリウレタンフォーム
積層体である。
【００６４】
　尚、本発明は、上記具体的な実施例に限られず、目的、用途に応じて本発明の範囲内で
種々変更した実施例とすることができる。例えば、フォーム原料に０．２～０．４部程度
（ポリオールを１００部とする。）の水を配合し、所謂、ケミカルフロス法によって同様
のポリウレタンフォーム積層体を製造することもできる。
【産業上の利用可能性】
【００６５】
　本発明は、水及び塵埃等の侵入を防止する必要のある各種の製品分野において利用する
ことができる。また、近年、薄型化、小型化及び高性能化が著しく、優れた意匠性をも必
要とされる各種の電子機器の分野においてより利用価値が高く、携帯電話機、デジタルカ
メラ、ナビゲーション装置等の多くの人が所有し、且つ持ち歩くことの多い電子機器、特
に普及が著しく、常に持ち歩く携帯電話機では特に有用である。

【図１】

【図２】
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